
 

「名古屋市第６次一般廃棄物処理基本計画（案）」 

に対する市民意見の内容及び市の考え方 

 

 「名古屋市第６次一般廃棄物処理基本計画（案）」に対し、貴重なご意見をいただきあり

がとうございました。いただいたご意見とそれに対する本市の考え方を公表いたします。 

 なお、ご意見の内容については、趣旨の類似するものはまとめさせていただいたほか、

原文の一部を要約、分割するなどして掲載させていただきましたので、ご了承ください。 

 

令和 6 年 3 月 

 

＜市民意見募集の概要＞ 

 ●募集期間 

  令和 6 年 1 月 4 日（木）から 2 月 2 日（金）まで 
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第１章 計画の策定にあたって 4 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・計画期間が長すぎるため、10 年または 7

年にすべきである。 

 環境省の「ごみ処理基本計画策定指針」

において、「計画の目標年次は原則として計

画策定時より 10～15 年程度とし、必要に応

じて中間目標年次を設ける」とされている

ことから、本計画は令和 22（2040）年度ま

でを計画期間とし、令和 12（2030）年度と

令和 22（2040）年度の目標値を設定しまし

た。 

・技術革新に対応するためには、5 年ごとで

はなく 3 年ごとの改定が必要なのではな

いか。 

 環境省の「ごみ処理基本計画策定指針」

において、「概ね 5 年ごとに改定するほか、

計画策定の前提となっている諸条件に大き

な変動があった場合には見直しを行うこと

が適切である。」とされていることを踏ま

え、適切な時期に本計画を改定したいと考

えております。 

・ごみ非常事態宣言は市のごみ減量の取り

組みが不十分だったことが原因であるこ

とを認識すべきである。また、ごみ非常

事態宣言に至るまでの背景を知らない職

員が増えているため、当時の状況をしっ

かりと引き継いでいく必要がある。 

 ごみ非常事態宣言から 25 年が経過し、宣

言に至るまでの背景やその当時の取り組み

を経験した職員も少なくなってきているた

め、当時の状況をしっかりと引き継ぐとと

もに、職員の育成に努めてまいります。 

・この計画が実現すれば素晴らしいと思

う。 

 持続可能な循環型都市の実現に向け、市

民・事業者の皆様とのパートナーシップに

より、施策を展開してまいります。 

 

第２章 本市のごみ処理・資源化を取り巻く状況と課題 3 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・地震や風水害などの災害への対応を具体

的に記載してほしい。 

 大規模地震や風水害の発生時について

は、「名古屋市災害廃棄物処理計画」に基づ

き、災害廃棄物を適正かつ円滑な処理を実

施し、早期の復旧・復興を目指します。 
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・災害廃棄物は既存の処理施設の余力で処

理し、不足する場合は仮設焼却炉で処理

することを明記すべきである。 

 災害廃棄物処理の具体的な内容について

は、「名古屋市災害廃棄物処理計画」で定

めております。その中で、「災害がれきの

処理においては、可能な限り選別を行い、

再利用、再資源化を進めることで処理・処

分量を削減する。」、「災害がれき（可燃

物）は、選別処理等の後に本市焼却工場で

処理することを原則とするが、既設焼却工

場のみで処理が困難な場合に仮設焼却炉を

設置する。」と記載しております。 

・温室効果ガス排出量の削減目標は、国の

目標だけでなく名古屋市の目標も記載す

べきである。 

 ご意見を踏まえ、P13 及び P27 に本市の

温室効果ガス排出量の削減目標を記載しま

した。 

 

第３章 本市のごみ処理・資源化の現状 22 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・ごみ処理量などが減少していることは良

いことである。（2 件） 

 本市の総排出量、ごみ処理量、埋立量は

減少傾向が続いておりますが、引き続き本

計画で掲げる目標を達成できるよう取り組

みを進めてまいります。 

・ごみ処理量が減少しているのに、なぜ資

源分別量も減少しているのか。 

 資源分別率が高い新聞・雑誌の発生量が

減少していることなどにより、資源分別量

が減少しております。 

・横ばい傾向にあった事業系ごみが増加し

ている時期があるが、考えられる要因が

あれば教えてほしい。 

 令和元年度の事業系ごみの増加について

は、生ごみ資源化施設が稼働停止したため、

事業系生ごみを焼却工場で処理したことが

主な要因です。 

・家庭での生ごみ堆肥化や草木類収集の実

証実験による資源化量は資源分別率の算

出に含まれているのか。 

 資源分別率は、現状本市が資源として区

分しているものを対象としているため、自

主的な生ごみ堆肥化や実証実験における資

源化量は、資源分別率の算出に含めており

ません。 

・ペットボトルの資源分別率はピーク時か

ら低下しているため、資源分別率を向上

させていく必要がある。 

 ペットボトルの資源分別率については、

高い水準を維持しておりますが、引き続き

数値の維持・向上に努めてまいります。 

・空き缶の資源分別率は 85～88％と横ばい

で推移しているため、資源分別率を向上

させていく必要がある。 

 空き缶の資源分別率については、高い水

準を維持しておりますが、引き続き数値の

維持・向上に努めてまいります。 
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・グラフの配色の意味合いが統一されてい

ないため分かりにくい。 

 各グラフともに分かりやすいよう凡例を

記載しております。 

・品目別の資源分別率の推移や資源のゆく

えは重要な情報であるため、積極的に周

知してほしい。 

 「名古屋ごみレポート」等において、品目

別の資源分別率の推移や資源のゆくえを公

表してまいります。 

・P20「ごみ処理の仕組み」にガス化溶融の

説明を記載すべきである。 

 P20「ごみ処理の仕組み」は、ごみ処理の

流れを図にしてお示ししたものです。 

・P24「ごみ処理施設の概要」に広域処分場

である衣浦港 3 号地廃棄物最終処分場を

追加し、埋立処分場それぞれの残余容量、

残余年数を記載すべきである。 

 P24「ごみ処理施設の概要」は、本市施設

の概要をお示ししたものです。なお、残余

容量は記載しておりますが、残余年数につ

いては、外部的要因により埋立量の変動が

予測されることから、記載しておりません。 

・溶融スラグの利用先や民間の溶融処理施

設の住所や能力などを記載すべきであ

る。 

 溶融スラグや灰の資源化量は記載してお

りますが、施設については、本市施設のみ

記載しております。 

・焼却とガス化溶融に伴う二酸化炭素排出

量をそれぞれ記載すべきである。 

 ごみ処理事業における温室効果ガス排出

量は、ごみ焼却に伴う温室効果ガスが大半

であることから、「ごみの焼却」と「車両・

設備稼働」で区分しております。 
・灰の資源化に伴う二酸化炭素排出量を記

載すべきである。 

・ごみ減量も大切であるが、焼却時に発生

する熱エネルギーも確保していく必要が

ある。 

 焼却工場で発生する熱エネルギーについ

ては、発電や給湯などに有効利用しており、

より多くの熱エネルギーを回収できる設備

の導入などに努めてまいります。 

・ごみ・資源の排出量が減少する一方で、

収集処理経費は増加傾向にあるが、経費

削減などの取り組みは行っているのか。 

 収集処理体制の効率化などにより、経費

の圧縮に努めております。 

 

・高齢者などへの排出支援にかかる経費は

記載しないのか。 

 通常の収集と合わせて収集を行っている

ため、排出支援（なごやか収集）のみの経費

を計上することは困難です。 

・P28「ごみ・資源の処理原価」は収集と処

理で分けるとともに、令和 4 年度実績だ

けではなく過去の推移も記載すべきであ

る。 

「名古屋ごみレポート」や「環境局事業

概要」などにおいて、ごみ処理・資源化事業

に伴う経費を公表してまいります。 

・ごみ・資源の処理原価の算出方法が分か

るように対象になっている経費や売却に

よる収入などを記載すべきである。 

・ごみ・資源の処理原価が増減した理由を

前計画と比較して記載すべきである。 
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・保健環境委員の人数の推移を記載してほ

しい。 

 今後の参考にさせていただきます。 

・前計画の総括があるのは、非常に真面目

に取り組んでいる姿勢を示しており、今

後も続けてほしい。 

 

第４章 計画の基本理念と目標値 9 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・カーボンニュートラルを基本理念で打ち

出し、カーボンニュートラルの目標を設

定すべきである。 

 本計画は、脱炭素社会の実現に向けた動

きなどの社会経済情勢の変化を踏まえ、策

定しました。 

なお、温室効果ガス排出量の削減目標は、

「名古屋市地球温暖化対策実行計画 2030」

で設定しております。 

・経済の状況などにより、ごみ・資源の排

出量は変動するため、実績だけではなく

要因を分析していく必要がある。 

 ごみ・資源の潜在排出量は、P34 の増減

要素に基づき、これまでの排出量の実績と

今後の見込みを踏まえて推計しておりま

す。 

今後もごみ処理量などの変動について、

要因を分析してまいります。 

・家庭系の潜在排出量の具体的な算出方法

を記載すべきである。 

・事業系の潜在排出量の具体的な算出方法

を記載すべきである。 

・人口減少が想定される中、令和 22(2040)

年度の目標値は控えめに感じるが、増加

が懸念される要因があるのか。 

 2 章でお示しした社会経済情勢の変化に

加え、これまでの排出量や資源分別率の推

移、国の目標などを踏まえ目標値を設定し

ております。 
・市の人口は減少見込みであるため、資源

分別量の目標値はもっと低く設定した方

が良いと思う。 

・コロナ禍で事業系ごみが減少しているた

め、将来的に事業系ごみが増加する計画

と増加を想定しない計画の両方が必要で

ある。 

 事業系ごみは、新型コロナウイルス感染

症の影響を受け減少しておりますが、社会

経済活動の正常化により潜在排出量の増加

を見込んでおります。 

・ごみ処理量などの指標は、人口動態の影

響を受けるため、一人あたりの排出量が

重要だと思う。 

 一人あたりの排出量も重要な指標である

と考えております。本計画で目標設定した

指標だけでなく、一人あたりの排出量につ

いても注視してまいります。 

・目標設定の期間が長いため、現在行われ

ている施策の効果が分からない。 

 「名古屋ごみレポート」等において、目標

値の達成状況や施策の進捗状況を公表して

まいります。 
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第５章 「持続可能な循環型都市」の実現に向けた施策の展開 147 件  

＜総論 12 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・重点施策を効果的に実施するとともに、

基本的な施策も進めていく必要があると

思う。（2 件） 

 「プラスチック資源循環の推進」と「食品

ロスの削減」を重点的に展開するとともに、

5つの基本的な施策を推進してまいります。 

・重点施策は地球を守っていく上で重要な

ことである。 

・家庭系ごみには生ごみとプラスチックが

多く含まれているため、対策を進めてい

く必要がある。 

・発生抑制（リデュース）、再使用（リユー

ス）、再生利用（リサイクル）の具体例を

それぞれ示せば、３Ｒが進むと思う。 

 ３Ｒの広報・啓発の際には言葉の意味や

取り組み内容だけでなく、その意義や具体

的な方法についても分かりやすく説明する

よう努めてまいります。 
・ごみ・資源の発生抑制を進めるためには、

指定袋の値上げや、資源を持ち込んだら

ポイントが付与される場所を設置するな

ど、インセンティブが必要である。 

・計画の内容を市民に浸透させ、実行に移

してもらうことは難しいと思う。 

・「基本的な施策」を市民に浸透させるため

の取り組みが必要である。 

・目標を達成するためには、施策の性格に

応じて適切に対応していく必要がある。 

 それぞれの施策に応じて適切に対応して

まいります。 

・目標を達成するためには、対策だけでは

なく市からのメッセージを伝えることが

必要である。 

 広報にあたっては、施策の意義等につい

ても伝えてまいります。 

・地域社会全体で協力・連携しながら、共

通の目標に向けて取り組むことが重要で

ある。 

 市民・事業者の皆様とのパートナーシッ

プにより、本計画に掲げる目標を達成でき

るよう、取り組みを推進してまいります。 

・社会経済情勢の変化に伴い、柔軟かつ長

期的に対策を講じていく必要がある。 

 長期的な視点を持った上で、社会経済情

勢の変化に柔軟に対応してまいります。 
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＜重点施策１ プラスチック資源循環の推進 17 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・プラスチック資源循環を推進していくた

めには、「減らす」、「大切に使う」、「循環

させる」、「置き換える」ことが重要だと

思う。 

 まずは「減らす」ことを最優先とし、どう

しても必要なプラスチックは「大切に使

う」、「循環させる」、「置き換える」ことに

より、持続可能なプラスチック利用の実現

を目指してまいります。 

・「Ａｃｔｉｏｎ３ 循環させる」に焦点を

当てたことは良いことだと思う。 

 使い終わったプラスチックをリサイクル

することは、限りある天然資源の節約など

につながることから、循環させる取り組み

を進めてまいります。 

・海洋汚染を防ぐために、マイクロプラス

チックの流出による悪影響を具体的に記

載すべきである。 

 マイクロプラスチックによる有害物質の

吸着及び生物への移行についての調査・研

究結果から、人体に危険な影響を与える可

能性については認識していますが、実際に

どのような影響が現れるかについては研究

途上とも認識しており、過度に不安を煽る

ことにはならないよう、慎重に伝えてまい

ります。 

・藤前干潟で確認されたレジンペレット

は、発生源がプラスチック成型事業者や

ペレット輸送過程などはっきりしてお

り、国や業界団体が取り組みを進めると

ともに流出したペレットが引き起こす影

響についても研究が進んでいる。レジン

ペレットの流出原因や環境中での特徴な

どを詳細に記載すべきである。 

 本市が実施した藤前干潟のプラスチック

ごみ調査において、ごみの大半を容器包装

類が占めていることや、多数かつ多種類の

マイクロプラスチックが存在していること

が判明しました。本市としましては、この

ような状況を市民の皆様に伝えていくとと

もに、街中や藤前干潟の美化活動を関係団

体や事業者の皆様と連携しながら進めてま

いります。 

・藤前干潟の調査で多く確認された徐放性

肥料の殻について、どうしてこのように

広く使用されているのか、国や農業関係

団体などが問題をどのように捉えて動き

始めているのかを記載すべきである。 

 徐放性肥料については、肥料の散布回数

を減らすことで農家の方々の負担軽減に大

きく寄与している一方で、使用後の殻が環

境中に滞留し、他のマイクロプラスチック

と同様に様々な影響を引き起こす可能性が

あるものと認識しております。現在、国や

関係団体において対策が進められています

が、本市としても国や県、また本市関係部

署とも連携を図りながら漂着ごみ問題に取

り組み、藤前干潟の保全に関係の深い施設

や市民団体とも協力し、より効果的な周知・

啓発について検討してまいります。 
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・プラスチックを削減するためには、事業

者と消費者の双方の取り組みが必要であ

る。 

 消費者・事業者との協働の場である２Ｒ

推進実行委員会による取り組みのほか、事

業者の持つ仕組みやアイデアを活用し、リ

デュースやリユースへと行動変容を促す枠

組みづくりを進めております。新たなビジ

ネスモデルを支援することで、循環型社会

へとつながる消費行動を促してまいりま

す。 

・マイボトルやマイカップの利用にインセ

ンティブがあれば、利用者が増えると思

う。 

・幼稚園・保育園などでのマイボトル・マ

イカップの利用は、教員の負担に繋がる

可能性があるため、自分で洗浄できるよ

うな教育が必要である。 

 リデュースの取り組みとして、マイボト

ル・マイカップの利用を促進する普及啓発

を進めております。マイボトルの利用やそ

のほかのリデュースの取り組みについても

無理なく継続的に行えるよう啓発を進めて

まいります。 

・プラスチック資源の一括収集は大変良い

取り組みだと思う。（2 件） 

 令和 6 年 4 月からプラスチックの分別区

分を変更し、これまで可燃ごみとして収集

していたプラスチック製品のうち、プラス

チックのみでできたものについては、従来

のプラスチック製容器包装と合わせてまと

めて「プラスチック資源」として収集し、よ

り一層のごみの減量と資源の循環利用を進

めてまいります。 

・プラスチック資源循環の推進を重点施策

に設定しているが、プラスチック製容器

包装以外のプラスチックも資源になるの

か。 

・プラスチック製容器包装とプラスチック

製品を一緒に再商品化することは大変良

いと思う。 

・プラスチック資源の一括収集は、市民に

とっても行政にとっても大変なことであ

ることを認識するとともに、どのような

ものが危険物か分かるように広報してほ

しい。 

 令和 6 年 3 月上旬に全戸配布したチラシ

や、主に若年層をターゲットにした動画な

どにおいて、分別区分変更の内容や注意点

についてお示ししておりますが、今後も分

かりやすい広報に努めてまいります。 

・プラスチック資源の一括収集は、危険物

の混入を防ぐことが課題である。 

 モバイルバッテリーやハンディファンな

どの発火の危険があるものの混入を防ぐた

め、チラシの全戸配布や動画の配信などに

より、周知に努めてまいります。 

・事業系ごみに含まれるプラスチック製容

器包装のリサイクルを進めてほしい。 

 事業系ごみに含まれるプラスチックにつ

いては、令和 5 年度に新たに作成した事業

系ごみ減量・資源化ガイドを活用するなど、

立入調査等を通じて発生抑制や適正排出、

資源化に向けた指導を強化します。 
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・バイオマスプラスチックの普及に伴い、

原料となるサトウキビなどが高騰しない

か心配である。 

 代替素材への置き換えは、バイオマス原

料としての利用と食料供給との競合も含

め、その製品が訴える「環境配慮」がどうい

った効果があるものなのかを見極める必要

があると考えております。今後も国や業界

団体の動向を踏まえながら、分かりやすい

啓発に努めてまいります。 

・可燃ごみ指定袋へのバイオマスプラスチ

ックの導入は大変良い案だと思う。 

 可燃ごみ指定袋へのバイオマスプラスチ

ックの導入について、環境への負荷低減効

果やコストなど、利点と課題を情報発信し

ながら促進してまいります。 

 

＜重点施策２ 食品ロスの削減／食品ロス削減推進計画 23 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・食品ロスに関する話はあまり聞いたこと

がなかったので、食品ロスに着目して計

画を進めていくことは良いことだと思

う。 

 食品ロスを削減するためには、市民・事

業者・行政がそれぞれの立場で主体的に取

り組み、社会全体として対応していけるよ

う、食べ物を無駄にしない意識の醸成と定

着を図っていくことが重要であると考えて

おります。 

 それらを踏まえて、引き続き名古屋市全

体の食品ロスの削減を目指して進めてまい

ります。 

・事業系食品ロスの発生原因は近年の値上

げによるものが大きいと考えるため、国

に対して経済状況の改善を要望すべきで

ある。 

・食品ロス発生量は減少しているため、今

までの本市の取り組みは間違っていなか

ったと思う。 

・事業系食品ロス量は横ばいの状況である

ため、減少していくと良いと思う。 

・食品ロス削減目標値は現実的であり、達

成できると思う。 

・食品ロスを削減するためには、消費段階

の前と後で分けて考える必要がある。 

 食品ロスは、食品のライフサイクルの中

のあらゆる段階で発生していることから、

事業者及び消費者に向けた食品ロス削減に

関する周知・啓発を進めてまいります。 

・フードドライブを本市で実施するのであ

れば、参加してみたいと思う。 

 環境学習センター（エコパルなごや）や

なごや生物多様性センターなどの市施設に

常設のフードドライブ拠点を設置しており

ます。また、民間による自主的な取り組み

を支援してまいります。 
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・フードシェアリングサービスは知らない

人が多いと思うので、市として宣伝した

方が良いと思う。 

 市民に向けて、フードシェアリングサー

ビスの活用に向けた啓発を実施してまいり

ます。 

・食品ロスを削減するために、廃棄予定の

商品を安く提供する場所を作ってほし

い。 

 フードシェアリングサービスの活用を事

業者に呼びかけるとともに、食品ロス削減

の仕組みやアイデアを持つ事業者を募集

し、市民に実践・体験してもらう実証実験

などを支援してまいります。 
・販売店で廃棄されそうな食品などを市が

引き取り、生活に困っている方へ提供す

る取り組みを行ってはどうか。 

・消費期限が切れそうな商品などを市が回

収し、必要な方に届ける取り組みをして

ほしい。 

・食べ残しが生ごみにどの程度含まれてい

るか数値化できると良いと思う。 

 生ごみに占める食品ロスの割合について

は、P55 に記載しております。今後も「ごみ

組成分析」により、食品ロス発生量や組成

実態を把握するとともに、組成の傾向や変

化要因を分析することで、より効果的な施

策を検討してまいります。 

・食品ロス発生量を市民に周知すれば、食

品ロス削減行動を促進することができる

と思う。 

 ごみ組成分析の結果等について、市民に

向け公表をすることで、食品ロス削減意識

の向上を進めてまいります。 

・食品ロスを削減するためには、市民への

行動の呼びかけや環境教育の推進といっ

た長期的な対策のみでなく、短期的に効

果が出るような具体的な対策が必要であ

る。 

 各家庭でできる取り組みや食品ロス削減

につながる購買行動について、イベントや

キャンペーンを通じて繰り返し呼びかけて

いくとともに、様々な世代に向けて食品ロ

ス削減に関する環境教育を粘り強く実施し

てまいります。 
・食品ロスを削減するために「もったいな

い」を心掛けるよう広報してほしい。 

・食品ロスを削減するために、値段を安く

して売ってほしい。 

 市民に向けた買い物時における「季節商

品の予約販売」利用の周知や、事業者に向

けた食品ロス削減に関する周知を進めてま

いります。 

・「てまえどり」を普及させるためには、消

費期限の残りが少ない商品の値下げが有

効である。 

 引き続き「てまえどり」などの購買行動

を周知してまいります。また、商慣習の見

直し「販売期限延長」について事業者と連

携した取り組みなどを検討してまいりま

す。 
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・学校の給食などを食べ残さないことは重

要だと思うが、個人差があるため配慮が

必要である。 

 市民による食品ロス削減行動について

は、各家庭や各個人ごとに状況が異なるた

め、各々が可能な範囲で食品ロス削減に取

り組むことが必要であると考えておりま

す。 

・高齢になると食べられる量が少なくなる

ため、少量のメニューや製品を作ってほ

しい。 

 飲食店に向けて、少量メニューの提供や

料理の持ち帰り対応などの取り組みを周知

してまいります。 

・食べ残しに対して追加料金を支払っても

らう、といった方法を飲食店に推奨する

と良いと思う。 

・食べ放題のお店では多くの食品ロスが発

生しているため、規制が必要である。 

 市民に向けて、飲食店における適量注文

や、料理の持ち帰りなどを呼びかけてまい

ります。 

・食品の販売期限延長は、食品ロス削減に

効果的である。 

 食品ロス削減に向けた普及啓発を行うと

ともに、商慣習の見直し「販売期限延長」

について事業者と連携した取り組みなどを

検討してまいります。 
・食品ロスを削減するためには、事業者が

値下げするとともに、行政として食品ロ

ス削減の普及啓発をする必要がある。 

 

＜施策１ 環境にやさしい学びと行動の推進 6 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・小学生に環境学習を行えば、親の意識も

向上すると思う。（2 件） 

 「環境学習センター（エコパルなごや）」

での展示設備などを利用した環境学習及び

体験型プログラムの実施や小学 4 年生社会

科副教材として作成する「ごみと資源とわ

たしたち」の配付を行うとともに、３Ｒに

ついて分かりやすく伝える出前講座等を実

施しております。 

 今後も子どもの頃からごみと資源の処理

状況を理解し、３Ｒに取り組む知識を身に

付け、実践につなげていけるよう促してま

いります。 

・幼少期の環境教育が環境にやさしい行動

につながるため、環境学習を推進してほ

しい。 

・小中学校で名古屋市のごみと資源につい

てなど、学ぶ機会を設けてほしい。 

・ごみ減量のメリットを教育の場でより広

く周知してほしい。 

・市が主体となって対策を行うことで、市

民・事業者の意識が変わるのではないか

と思う。 

 本計画に基づき、市民・事業者の皆様と

のパートナーシップにより取り組みを進め

るとともに、市民・事業者の皆様の規範と

なるよう、市役所による率先行動を行って

まいります。 
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＜施策２ ２Ｒ（リデュース・リユース）の推進 9 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・ごみ減量を進めるには、市民の取り組み

だけではなく、事業者の取り組みが必要

である。 

 消費者・事業者との協働の場である２Ｒ

推進実行委員会による取り組みのほか、事

業者の持つ仕組みやアイデアを活用し、リ

デュースやリユースへと行動変容を促す枠

組みづくりを進めております。今後も新た

なビジネスモデルを支援することで、循環

型社会へとつながる消費行動を促してまい

ります。 

・市が事業者と連携したキャンペーンを実

施することで市民への啓発になると思

う。 

・使い捨て・過剰包装のライフスタイル・

ビジネススタイルを転換することは大切

だと思う。 

・量り売りは浸透していないと思うので、

浸透させるための取り組みが必要であ

る。 

・レジ袋の有料化について、値上げを検討

すべきである。 

 本市が事務局である２Ｒ推進実行委員会

では、全国に先駆けレジ袋有料化を実施し、

令和 2 年 7 月からは全国でレジ袋有料化が

開始されたところですが、有料化するレジ

袋の価格については、各事業者により定め

られております。 

・事業者と連携してフードシェアリングや

フードドライブ、子ども服などのリユー

スを進めてほしい。 

 フードシェアリングサービスの活用を事

業者に向けて呼びかけるとともに、フード

ドライブについては市の常設拠点における

実施のほか、民間による自主的な取り組み

を支援してまいります。 

 また、事業者と連携し、子ども服を含む

衣類のリユース・リサイクルを推進してま

いります。 

・ごみとして出された粗大ごみなどを修理

して再利用すれば、ごみの削減につなが

ると思う。 

 粗大ごみとして収集した家具類を南リサ

イクルプラザにて清掃し、フリマアプリな

どを活用して販売を行っております。 

・リユース品を持ち込みできる施設を増や

してほしい。 

 令和 5 年度は、実証実験として南リサイ

クルプラザにリユース可能な家具等をお持

ち込みいただく事業を実施しました。本事

業は、自動車で来場する方がほとんどであ

り、場内で自動車を誘導できる敷地が必要

となります。また、持ち込まれた家具等を

保管し展示する施設も必要となります。以

上のことから、当面は南リサイクルプラザ

での実施を予定しております。 
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・増加傾向にある段ボールやプラスチック

を再利用し、災害時に活用できる簡易ベ

ッドやパーテーションなどを作ってほし

い。 

 段ボールやプラスチックなど、増加傾向

にあるものを再利用し有効に活用するた

め、アップサイクルの普及啓発に努めてま

いります。 

 

＜施策３ 分別・リサイクルの推進 49 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・雑がみは多くがごみに含まれているた

め、分別・リサイクルを進めるよう広報

してほしい。 

 ごみ減量を推進するため、「分かりやす

い・分けやすい」分別区分の観点から、令和

5 年 4 月より紙製容器包装と雑がみを一緒

に市の資源収集の日にお出しいただけるよ

うになりました。引き続き紙製容器包装・

雑がみの収集についての広報を継続し、ご

み減量・資源化の推進に努めてまいります。 

・雑がみの資源分別率は 10％程度であり、

資源分別率を向上させていく必要があ

る。 

・紙製容器包装と雑がみの一括収集が円滑

に進むよう、リサイクルできない紙類を

例示してほしい。 

 紙製容器包装・雑がみの収集にお出しい

ただけない紙類はウェブサイトやチラシな

どで例示しております。 

・紙製容器包装と雑がみの一括収集は、ス

テーション収集から各戸収集に変更すれ

ば、資源分別率が向上すると思う。 

 資源の各戸収集につきましては、保健環

境委員や町内会の皆様に掛かる負担の軽減

や市民一人ひとりの分別意識への影響など

を考慮しながら検討を進めてまいります。 

・デジタル化の進展により、古紙が減少し

ているため、紙の資源分別率の目標を達

成するためには、リサイクル困難な紙類

のリサイクルも進めていく必要がある。 

 古紙業界、製紙業界と情報共有をし、資

源化困難な紙類についての扱いも注視して

まいります。 

・ペットボトルのキャップが付いたままで

排出されていることが多いため、プラス

チック資源を広報する際はペットボトル

のキャップのイラストを入れてほしい。 

 令和 6 年 4 月から区分変更するプラスチ

ック資源の周知ちらし、ごみ減量・資源化

ガイド、市公式ウェブサイト等にペットボ

トル等のキャップ（フタ）の出し方につい

て案内しております。今後も引き続き、ペ

ットボトルのキャップやラベルの出し方に

ついても周知を行ってまいります。 

・ペットボトルのラベルやキャップが取ら

れずに出されていることが多い。 

・ごみ・資源の分別区分をあまり変更しな

いでほしい。 

 分別区分変更は、市民の皆様の生活に大

きく影響するものと認識しております。今

後も変更する場合は分かりやすい広報に努

めてまいります。 
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・資源のステーション収集を各戸収集に変

更すれば、責任を持って排出すると思う。

各戸収集に変更する場合、プラスチック

資源以外は収集頻度を減らしても良い。 

 資源の各戸収集につきましては、保健環

境委員や町内会の皆様に掛かる負担の軽減

や市民一人ひとりの分別意識への影響など

を考慮しながら検討を進めてまいります。 

・資源分別率を向上するためには、ステー

ション収集から各戸収集への変更など利

便性を向上させる必要がある。 

・分別排出を推進するためには、分かりや

すい分別ルールへの変更や分別の目的の

周知などを行うことが必要である。 

今後も「分かりやすい・分けやすい」分別

区分について検討していくほか、３Ｒの広

報・啓発の際には言葉の意味や取り組み内

容だけでなく、その意義や具体的な方法に

ついても分かりやすく説明するよう努めて

まいります。 

・分別意識を向上させるためには、デジタ

ルでの広報のほか、アナログの広報も必

要である。 

３Ｒの広報・啓発の際には言葉の意味や

取り組み内容だけでなく、その意義や具体

的な方法についても分かりやすく説明する

よう努めてまいります。 

また、分別ルールなどの周知については、

若年層や学生、外国人、高齢者、転入者等、

ターゲットの属性に応じて、チラシ等の紙

媒体、講座・環境デーなごやなどの対面、デ

ジタルツールを使い分け、多様な手段によ

る効果的な広報を行ってまいります。 

 特に若年層に対しては、資源・ごみ分別

アプリ「さんあ～る」、名古屋市公式ＬＩ

ＮＥ及び動画配信等のデジタルツールによ

る周知や、大学祭等における対面での周知

などによる広報を実施することで適正排出

を促進してまいります。 

・ごみ減量の普及啓発を強化し、市民の意

識改革を促進する必要がある。 

・インターネットなどを利用し、リサイク

ルの重要性を周知することが必要であ

る。 

・ごみ減量・資源化ガイドを全戸配付して

も分別が徹底されていないのが現状であ

り、関心が低い若年層への周知が課題で

ある。 

・若年層にごみ・資源の分別の大切さを伝

えていくことが必要である。 

・町内会の回覧や広報なごやでごみ削減の

啓発を粘り強く継続していくことが必要

だと思う。 

・日本語でやさしい表現で広報すれば、高

齢者の理解が進むと思う。 

 令和 5 年度に新たに作成した「やさしい

日本語版」のごみ減量・資源化ガイドを活

用するなど、より伝わりやすく理解しやす

い広報を進めてまいります。 

・外国人に分かりやすくするために排出場

所における分別区分の掲示は絵で示した

方が良い。 

外国人に対する分別方法の周知は、イラ

スト等を活用したごみ減量・資源化ガイド

（やさしい日本語版・外国語版）を作成し

て対応しております。 
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・名古屋市の分別・排出ルールは複雑であ

るため、転入者や外国人には分別が難し

く、資源ステーションの場所を知らない

方が多いのではないか。 

 転入者には、区役所･支所でのごみ減量・

資源化ガイドの配付・配架等や、管理会社

等を通じた入居者への周知を行うととも

に、外国人には、日本語学校での分別講習

会の実施などの周知活動を行っておりま

す。 

 また、資源ステーションの場所について

は、地域の方や各区の環境事業所にお問い

合わせいただくよう上記ガイド等で案内し

ているほか、各区の分別推進員により分別

排出が徹底されていない資源ステーション

や共同住宅での分別指導などを行っており

ます。 

 今後も多様な手段による効果的な広報を

実施することで適正排出を促進してまいり

ます。 

・外国人や市外からの転入者に対して、区

役所で分別ルールに関する講習を行って

ほしい。 

・市外からの転入者や町内会に加入してい

ない方が分別をしていないことが多いと

思う。 

・資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る」の二

次元コードを集合住宅で掲示するなど

し、若年層に周知した方が良いと思う。 

 「名古屋市共同住宅等ごみ・資源分別推

進連絡調整協議会」に加盟する管理会社に

対して、資源・ごみ分別アプリ「さんあ～

る」の周知を依頼しております。 

・資源・ごみ分別アプリ「さんあ～る」で資

源ステーションの場所が分かるようにし

てほしい。 

 資源ステーションの場所については、不

法投棄や資源持去り防止の観点から公表せ

ず、地域の方や各区の環境事業所にお問い

合わせいただいております。 

・家庭系ごみ、事業系ごみともに、さらに

資源化できると思う。 

 家庭系ごみ、事業系ごみともに、ごみの

中に多くの資源が含まれていることから、

今後も分別・リサイクルに取り組んでまい

ります。 

・ペットボトルのラベルやフタ、衣類を資

源に出すようもっと広報してほしい。 

 資源分別方法について、ごみ減量・資源

化ガイド等による広報の他にも、様々な機

会を捉えて広報してまいります。 

・資源の収集後に行っている資源ステーシ

ョンの巡回は経費が掛かるため、適正排

出に向けた対策が必要である。 

 引き続き、地域の皆様との協働や分別推

進員の活用による資源ステーションの適正

管理に努めてまいります。 

 また、ターゲットの属性に応じた多様な

手段による効果的な広報を実施することで

適正排出を促進してまいります。 

・各戸収集のプラスチック製容器包装や不

燃ごみが資源ステーションに出されるこ

とがある。 

 引き続き、ごみ・資源の出し場所、出し方

について、市公式ウェブサイト、ごみ減量・

資源化ガイド等で周知を行ってまいりま

す。 
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・集合住宅は一戸建よりも分別ルールが守

られていないことが多いため、指導をお

願いしたい。（2 件） 

 分別排出が徹底されていない物件に対し

ては、管理者と連携し、入居者へのごみ出

しに関する周知や集積場所の適切な管理を

図っております。 

 また、民間の住宅管理会社等と「名古屋

市共同住宅等ごみ・資源分別推進連絡調整

協議会」を組織し、入居者に対する広報・啓

発・排出指導などの取り組みを共同で実施

しております。 

 今後も引き続き管理者への働きかけを粘

り強く行ってまいります。 

・個人で管理している集合住宅にも管理会

社と同様に排出指導してほしい。 

・保健環境委員の高齢化と成り手不足対策

として、スマホの利活用を考えてほしい。 

 保健環境委員の成り手不足への対応とし

ましては、委員の負担が軽減されるよう活

動内容を見直すとともに、活動の周知のた

め、本市広報媒体を用いた活動紹介をして

おります。 

・価値観・コミュニティの多様化に伴い、

保健環境委員制度の廃止・統合を検討し

てほしい。 

 保健環境委員の皆様に担っていただく役

割は時代とともに変化してきており、それ

ぞれの時代に合った活動によって、本市の

公衆衛生活動に多大なる貢献をいただいて

きたところです。 

 今後も引き続き、保健環境委員の制度・

活動等につきましては、時代に合った活動

ができるよう、名古屋市保健環境委員会と

協議し、持続可能な制度としてまいりたい

と考えております。 

・事業系ごみのうち、資源化可能な紙類、

生ごみがそれぞれ約 2 割を占めているこ

とから、徹底した指導が必要である。 

 資源化可能な紙類及び生ごみについて

は、目標とする資源分別率の達成に向け

て、令和 5 年度に新たに作成した事業系ご

み減量・資源化ガイドを活用するなど、立

入調査等を通じて発生抑制や適正排出、資

源化に向けた指導を強化します。 

・プラスチック製容器包装と紙製容器包

装・雑がみの資源分別率を向上させるた

め、事業系も含め明確な方向性を示して

ほしい。 

 家庭から排出されるごみ・資源について

は、「分かりやすい・分けやすい」分別区分

の観点から、紙製容器包装と雑がみの一括

収集、プラスチック資源の一括収集などを

進めております。 

 事業系ごみについては、古紙の分別・資

源化の徹底に向けて、令和 5 年度に新たに

作成した事業系ごみ減量・資源化ガイドを

活用するなど、事業所への立入調査による

指導や啓発などに努めてまいります。 
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・中小事業所の総排出量を記載し、事業系

廃棄物減量計画書に基づく指導の有効性

を確認してほしい。 

 中小事業所への訪問などを通じて実態の

把握に努め、啓発指導に生かしてまいりま

す。 

・市が市収集と自主回収のどちらを優先し

たいのか分からない。 

 市収集と自主回収のどちらにでも出せる

品目については、利用しやすい方にお出し

いただければと考えております。 

・無人回収所の増加などにより、集団資源

回収の回収量が減少しているため、集団

資源回収の利用を促す広報が必要であ

る。 

 集団資源回収は、市民、事業者、行政の協

働により古紙市況が低迷していた時代でも

安定的に実施された「ごみ減量」の中心的

な活動であり、本市として守っていくべき

ものと認識しております。 

 今後も古紙業界と情報共有を行うととも

に、無人回収所に対して、地域の集団資源

回収を優先する旨の看板を設置するよう協

力をお願いしてまいります。 

・高齢化の進行に伴い、集団資源回収は各

戸収集への移行が求められているため、

市民団体だけではなく古紙回収業者への

支援も検討してほしい。 

 集団資源回収システムを維持するため、

古紙回収にかかる人件費、燃料費、古紙発

生量等を考慮して、引き続き適切な事業協

力金及び業者補助金の単価設定を行い、集

団資源回収を支援してまいります。 

・段ボールは資源指定袋に入れなくても回

収してほしい。 

 本市では、段ボールなどの古紙類は子ど

も会や町内会、学区などが実施する集団資

源回収をご利用いただいております。集団

資源回収をご利用の際は、段ボールなどは

ひもでしばってお出しください。 

・アルミ缶の持ち去りを防止する条例を作

ってほしい。 

 アルミ缶の持ち去りを防止する条例を制

定する場合は、持ち去り行為を一律に規制

せざるをえないことや実効性の確保など、

様々な課題があると認識しております。し

たがって、本市の持ち去り状況の把握と他

都市の運用状況調査を行いつつ、まずは条

例によらない有効な持ち去り対策の検討を

し、効果検証をしてまいりたいと考えてお

ります。 
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・アルミ缶の持ち去りを防止するために

は、アルミ缶をステーション収集から各

戸収集への変更や、集団資源回収への誘

導が必要である。 

 資源の各戸収集につきましては、保健環

境委員や町内会の皆様に掛かる負担の軽減

や市民一人ひとりの分別意識への影響など

を考慮しながら検討を進めてまいります。

合わせて、持ち去りに有効な対策の検討も

進めているところでございます。 

 また、集団資源回収においてアルミ缶を

回収することは持ち去り対策としても有効

と考えておりますので、集団資源回収を利

用するように市民の皆様へ働きかけてまい

りたいと考えております。 

・小型家電の拠点回収は周知が進んでいな

いため、回収量やリサイクルルートなど

を記載すべきである。また、小型家電の

回収による効果を示すなど、広報に力を

入れることが必要である。 

 小型家電リサイクルについては、本市公

式ウェブサイト、ごみ減量・資源化ガイド

への掲載やチラシの配布などにより広報を

行っております。引き続き、制度について

の市民の皆様の理解が深まるよう効果的な

広報に努めてまいります。 

・生ごみは家の庭に埋めれば堆肥化するこ

とができる。 

 段ボールコンポストを使った生ごみ堆肥

化講座などを開催するとともに、生ごみ資

源化の活動に取り組む団体に対して活動の

助成を行っております。 

・草木類のリサイクルは実証実験結果を踏

まえ、実施してほしい。 

 草木類のリサイクルについては、実証実

験の結果を踏まえ、令和 6 年度以降の本格

実施に向けて進めてまいります。 
・草木類のリサイクルは、「本格実施に向け

た検討を進める」と記載してあるが、な

ぜ「実施する」と言えないのか。 

・市民の分別意識の向上だけでは限界があ

るため、分別区分を減らして収集後に最

新技術を活用し選別することを検討して

ほしい。 

 今後もリサイクル処理に関する最新技術

の情報収集などに努めてまいります。 

・リサイクル可能な資源の収集・処理能力

を高める必要がある。 

・カイロはリサイクルできると聞いたこと

があるため、カイロのリサイクルを検討

してほしい。 

 現在、本市では使い捨てカイロを不燃ご

みとして処理しておりますが、今後も資源

化にかかる技術向上等の動向を注視してま

いります。 
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＜施策４ 安心・安全で適正な収集・処理体制の確保 11 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・高齢化の進行により、資源ステーション

に資源を持ち出すことが困難な方が増加

しているため、各戸収集や地域役員など

を活用した排出支援の検討が必要であ

る。 

 高齢者など資源やごみを所定の排出場所

まで持ち出すことが困難な方々を対象に、

原則自宅の玄関前に出された資源やごみを

市が収集に伺う「なごやか収集」という排

出支援を行っております。 

・遺品整理に伴い発生するごみについて、

排出の手助けをしてほしい。 

 遺品整理等に伴い発生するごみにつきま

して、市の収集、自己搬入のほか、本市の

一般廃棄物収集運搬許可業者による対応を

実施しております。 

・資源ステーションへの持ち出しは、高齢

者には大きな負担であるため、資源全て

を各戸収集にしてほしい。 

 資源の各戸収集につきましては、保健環

境委員や町内会の皆様に掛かる負担の軽減

や市民一人ひとりの分別意識への影響など

を考慮しながら検討を進めてまいります。 

・人口減少や少子・高齢化に伴い、ごみ・資

源の排出量の減少や収集業務の人手不足

が想定されることから、各戸収集からス

テーション収集に変更を検討した方が良

いと思う。 

 各戸収集の品目をステーション収集とし

て排出とすることは、市民の利便性の低下

や不適正排出防止の観点から困難であると

考えております。 

・電池類の一括収集は大変良い取り組みだ

と思う。 

 不燃ごみ等の収集時や処理時に、リチウ

ムイオン電池等が原因の火災・発火事案が

急増していたため、混入を防ぐ目的で、種

類ごとに出し方が異なっていた電池類の一

括収集を令和 4 年 7 月から開始しました。 

 今後も誤った分別区分で排出されないよ

う広報・啓発してまいります。 

・電池類はセロハンテープ等を貼って絶縁

してから排出することになっているが、

セロハンテープは粘着力が弱いため、貼

りにくい。 

 電極同士が接触すると、ショートして発

熱や破裂の恐れがあるため、電気が流れな

いようにセロハンテープ等を貼っていただ

いております。 

 なお、セロハンテープを貼って排出する

ことが難しい場合、ガムテープを使用して

排出していただいても結構です。 

・発火性危険物と電池類を同じ収集日にし

てほしい。 

 発火性危険物・電池類については、車両

の空きスペースを利用して収集を行ってお

り、収集日を同一にすると、収集しきれな

くなる恐れがあるため、困難と考えており

ます。 
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・北名古屋工場のような焼却工場を増やし

てほしい。 

 今後の参考にさせていただきます。 

・災害時にごみ処理施設が停止する恐れが

あるため、余裕が必要である。 

 災害時等におけるごみ処理については、

名古屋市に複数ある施設で処理するととも

に、県内外の他自治体と応援協定を結んで

おります。 

・ごみ処理場について、ごみ量を鑑みると

名古屋市近辺が多くなるので、少し距離

のあるごみ処理場に持っていくのは効率

的とは言えない。 

 施設の配置状況にも配慮した施設整備に

努めてまいります。 

・P73 に「ＰＦＩ事業においては、事業スキ

ームのなかで資源化から利活用まで順調

に行われており、埋立量削減に大きく貢

献している」と記載されているが、この

記載では直営工場では順調に行われてい

ないように感じる。 

 ご指摘の箇所は、焼却工場の整備におけ

る運営体制としてのＰＦＩ事業の考え方を

述べたものです。 

 

＜施策５ 快適に住み続けられるまちづくり 20 件＞ 

市民意見の概要 市の考え方 

・国内の製品は海外の製品と比較すると過

剰包装であるため、行政として製造メー

カーに働きかけてほしい。 

 本市が事務局である２Ｒ推進実行委員会

では、消費者、事業者、行政の協働でリデュ

ース・リユースへとつながる取り組みにつ

いて進めております。 

 簡易包装や再生利用しやすい包装・商品

といった環境配慮設計など、事業者が行い

やすくなるよう、国に対し拡大生産者責任

の徹底を要望しておりますが、今後も国に

よって必要な措置が講じられるよう、引き

続き粘り強く要望してまいります。 

・飲料容器のデポジット制の導入などを国

に働きかける必要がある。 

・法整備による拡大生産者責任の徹底が実

現しない原因などを記載すべきである。 

・ＩｏＴ技術を活用し排出状況などに応じ

てインセンティブを与えれば、分別排出

や食品ロスの削減に対する意識醸成につ

ながると思う。 

 利便性の向上や業務の効率化などに向

け、ＤＸの推進に向けた取り組みを検討し

てまいります。 

・ＩｏＴ技術を活用し、ごみ収集業務を最

適化する必要がある。 

・廃棄物の管理・追跡システムの導入が必

要である。 
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・家庭系ごみを有料化することで、リサイ

クルに興味がない市民にも協力を促すこ

とができる。また、循環経済（サーキュラ

ーエコノミー）への移行にも効果的であ

る。 

 ご指摘のように、有料化により、家庭ご

みの排出抑制や再生利用の推進など、市民

の皆様の意識改革を促す効果が期待されま

す。 

 一方本市では、容器包装の分別収集など

のごみ減量施策を展開して、市民の皆様と

ごみ減量について協働して行ってきた結

果、家庭ごみの有料化を実施することなく、

平成 10 年度から現在に至るまで、約 4 割の

大幅なごみ減量を達成することができまし

た。 

 ごみ減量効果やごみ量の推移、さらには

環境負荷の少ない（バイオマスプラスチッ

ク等）指定袋の導入に対する課題などを踏

まえつつ、他都市の動向も見ながら、有料

化について議論をしてまいります。 

・景観やカラスによる散乱被害の観点か

ら、ごみ・資源は各戸収集ではなく、収集

容器によるステーション収集に変更し、

高齢者などに対しては個別に排出支援し

てほしい。 

 各戸収集の品目をステーション収集と

し、専用の容器による排出とすることは、

市民の利便性の低下や容器の管理、不適正

排出防止の観点から困難であると考えてお

ります。 

 なお、本市では高齢者など資源やごみを

所定の排出場所まで持ち出すことが困難な

方々を対象に、原則自宅の玄関前に出され

た資源やごみを市が収集に伺う「なごやか

収集」という排出支援を行っております。 

・自販機の設置者に回収ボックスの設置を

義務化して積極的に利用できるように

し、市は月一回の各戸回収に変更をして

ほしい。 

 自動販売機により飲料を販売する者は、

回収容器を設置し、これを適正に管理しな

ければならないと「空き缶等の散乱の防止

に関する条例」で定めております。 

 また、資源の各戸収集につきましては、

保健環境委員や町内会の皆様に掛かる負担

の軽減や市民一人ひとりの分別意識への影

響などを考慮しながら検討を進めてまいり

ます。 

・家電リサイクル法の対象品目は、市がリ

サイクル料金を負担すれば、不法投棄が

減少し、パトロールなどの経費が不要と

なり、有用な金属を効率的に回収できる

と思う。 

 本市においても、家電製品等の不法投棄

には苦慮しているところです。 

 家電リサイクル法については、不法投棄

の防止を目的として、国に対して対象品目

の要件の見直しも含め、支払方法を前払い

制にした上で、対象品目の拡大を検討する

ことを要望しております。 
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・ポイ捨てを防止するため、テレビＣＭな

ど様々な媒体で広報してほしい。 

本市では、「空き缶等の散乱の防止に関す

る条例」を設けており、市民・来訪者の往来

が多く、特に重点的にポイ捨てを防止する

必要がある 24 の地域を「美化推進重点区

域」として指定し、その区域内でのポイ捨

てに 3 万円以下の罰金を課せる旨の規定を

定めております。 

 ポイ捨ての広報については、広報なごや、

ラジオ、ＳＮＳ、大型映像装置などの様々

な媒体を活用し、広報・啓発を行ってまい

ります。 

 「公衆ごみ容器」の設置については、まず

同条例で、ごみは自分で持ち帰らなければ

ならないと定めております。 

 以前は本市でも「公衆ごみ容器」を設置

しており、紙屑等の散乱防止に一定の効果

は認められるものの、分別が不十分なごみ

や家庭からのごみを、あふれるほど入れら

れてしまい、地元から苦情が出るなど、か

えって街の美観を損なうことも多いことか

ら撤去しました。 

今後も粘り強くポイ捨て防止を訴えてま

いります。 

・ポイ捨てを防止するためには、路上禁煙

のように罰金が課されることをアピール

する必要がある。 

・ポイ捨て防止のために観光地などにごみ

箱を設置してほしい。 

・たばこの吸い殻のポイ捨て防止対策を積

極的に進めてほしい。 

 本市では、「安心・安全で快適なまちづく

りなごや条例」に基づき、道路や公園など

でのポイ捨てを禁じるほか、「喫煙者の責

務」として歩きたばこをしないこと、喫煙

する際はたばこのポイ捨てをしないよう吸

い殻入れを携帯することを努力義務として

課しております。この「喫煙者の責務」の周

知のため、市民・事業者との協働によりポ

スター掲示などの啓発活動などを実施して

いるところです。 

 しかし、生活マナーの問題は個人のモラ

ルに負うところが大きく、即効性のある対

策は難しいところです。 

 今後も市民・事業者の皆様との協働によ

り、喫煙マナーの向上に、粘り強く取り組

み、安心・安全で快適なまちづくりを進め

てまいります。 
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・カラスによる散乱被害対策を推進してほ

しい。 

 カラス被害防止には、ごみとカラスの物

理的接触を防ぐことが有効です。 

 防鳥ネットを使っても、きちんとごみが

覆われていないと、被害が出ることもあり

ます。適正なサイズのネットの購入や、ネ

ットのメンテナンスにより、状況は改善す

ることが、市内における生活ごみのカラス

被害調査より認められております。 

 適切な防鳥ネットの使い方や、生ごみを

新聞紙で包むなど効果のあるカラス対策

を、市民の皆様から寄せられた取り組みや

すいアイデアも含めて、多くの方に知って

もらえるよう、情報発信してまいります。 

・カラスによる散乱被害の防止対策をして

もカラスが学習して効果が無くなるた

め、効果的な対策を定期的に提供してほ

しい。 

・カラスによる散乱被害を防ぐために、防

鳥ネットの利用促進などを行ってほし

い。 

・カラスによる散乱被害などを防ぐため、

可燃ごみとは別に生ごみを出せる場所を

作ってほしい。 

 生ごみを別途収集することは、収集場所

や、その管理方法、収集車両の増加など、課

題が多いことから困難であると考えており

ます。 

 なお、カラスから見えないように生ごみ

を新聞紙等で包むなど、効果が認められる

対策を、多くの方に知ってもらえるよう、

引き続き情報発信してまいります。 

・カラスによる散乱被害対策だけでなく、

犬や猫によるふん害についても記載して

ほしい。（2 件） 

 今後の参考にさせていただきます。 

 

第６章 計画の推進に向けて 2 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・P80「市民・事業者の役割」をどのように

周知していくのか分からない。 

 施策を展開する中で、「市民・事業者の役

割」を周知してまいります。 

・一人ひとりの意識を変えるためには、計

画が多くの人の目に触れる工夫をするこ

とが必要である。 
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その他 6 件 

市民意見の概要 市の考え方 

・計画名に計画期間を入れるなど、計画期

間を分かりやすくしてほしい。 

 ご意見を踏まえ、本計画の表紙に計画期

間を記載しました。 

・和暦と西暦が併記されており、分かりや

すい。 

 施策を展開する中で、用語解説を記載す

るなど、市民・事業者の皆様にとって、分

かりやすい内容となるよう、努めてまいり

ます。 

 

 

・現状、課題、改善事項の順に記述した方

が理解しやすいと思う。 

・フードドライブ、アップサイクルなどの

カタカナ語について、分かりやすい説明

を記載してほしい。 

・第 5 次一般廃棄物処理基本計画から変わ

った点が分かりにくい。 

・名古屋市が行っている良い取り組みが、

他の市町村にも広がるようにしてほし

い。 

 政令指定都市や県内の市町村との会議な

どにおいて、本市の取り組みを情報発信し

てまいります。 

 


